
資料２　国土強靱化推進方針に基づく取組等一覧

番号 項目 取組等
（◎は具体的な事業名、◆はその事業箇所等）

担当部署 再掲

1-1 1101 住宅の耐震化 ・町民に対する住宅、建築物の耐震診断の啓発活
動
・住宅、建築物の耐震診断の実施
・住宅、建築物の耐震促進
・公営住宅長寿命化改善
◎住宅・建築物安全ストック形成事業
◆避難所耐震改修（夜間瀬本郷、宇木、横倉、苗
間、下須賀川）
◆住宅耐震診断及び改修補助（町内一円）
◎公営住宅等整備事業　 公営住宅等ストック総
合改善事業
◆湯ノ原団地、座生団地

建設水道課

1102 宅地の耐震化 ・大規模盛土造成地における大地震発生時の変動
予測調査
◎宅地耐震化推進事業（町内一円）
・宅地崩落防止対策

建設水道課

1103 住宅密集地における
火災の拡大防止

・道路整備
・公園整備
・老朽建築物の対策
◎空き家対策総合支援事業　空家再生等推進事業
（町内一円）
・火災防ぎょ計画（警防計画）策定
・消火栓及び防火水槽の整備と維持管理
・火災警報器及び住宅用消火器設置の普及啓発

危機管理課
建設水道課
消防課

1104 ガス設備の耐災性の
向上

・ガス管の取替促進
・LPガス容器の転倒転落防止措置、安全装置設置
の促進

建設水道課
観光商工課

1105 家庭・事業所におけ
る地震対策

・家庭や事業所での安全対策の普及啓発
・初動対応訓練（シェイクアウト訓練）の実施

危機管理課

1106 災害対応業務の標準
化・共有化

・地域防災計画の整備
・受援計画の整備
・防災マップの整備
・BCPに基づく業務継続体制の整備
・県防災情報システムによる情報共有、情報共有
訓練を実施
・関係機関と連携した防災訓練の実施

総務課
危機管理課

1107 防災情報等の迅速か
つ的確な周知・伝達

・避難勧告等の判断伝達マニュアルの整備
・県防災情報システム、町地域防災無線システム
を活用した訓練の実施
・防災行政無線（個別受信機を含む）の維持管理
・多重化・多様化した防災情報の情報発信体制
（SNS、ウェブページ等）の整備
・「山ノ内町SUGUメール」の周知と登録促進

総務課
危機管理課

1108 防災訓練の実施 ・様々な災害を想定した防災訓練の実施 危機管理課

1109 過去の教訓や経験の
伝承

・令和元年東日本台風の分析と整理
・災害に関する記憶や伝承の収集と啓発

危機管理課

リスクシナリオ

住宅の倒壊
や、住宅密集
地の火災によ
る死傷者の発
生
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番号 項目 取組等
（◎は具体的な事業名、◆はその事業箇所等）

担当部署 再掲リスクシナリオ

1-2 多数の者が利
用する施設の
倒壊・火災に
よる死傷者の
発生

1201 公共建築物、学校及
び教育・保育施設の
耐震化及び火災防止

・町有施設の耐震化
・町有施設の非構造部材の耐震化
・避難所として使用する施設の耐震化、防火設備
等の維持管理
・倒壊の危険があるブロック塀等の改修
・観光施設や公衆トイレなどの公共施設の計画的
な改修
◎児童生徒の安全確保のための施設改修【学校施
設環境改善交付金】
◎社会教育施設における利用者の安全確保のため
の維持管理【社会資本整備交付金】
◎社会体育施設における利用者の安全確保のため
の維持管理【学校施設環境改善交付金】

総務課
健康福祉課
観光商工課
建設水道課
農林課
消防課
教育委員会

1202 医療施設、社会福祉
施設の耐震化及び火
災防止

・施設の耐震化
・スプリンクラー、非常用発電設備等の設置促進
・倒壊の危険があるブロック塀等の改修

健康福祉課
消防課

1203 不特定多数の者が利
用する建築物の耐震
化及び火災防止

・建築物の耐震化の啓発と支援
・スプリンクラー、非常用発電設備等の設置促進
・倒壊の危険があるブロック塀等の改修
・防災訓練の実施
・不良住宅の除却、空き家の活用
・老朽化の進む倒壊の危険性が高い建築物の除却
に係る支援の検討
◎倒壊の危険がある指定文化財等の改修【文化財
保存事業費関係補助金】

総務課
健康福祉課
観光商工課
建設水道課
消防課
教育委員会

1-3 豪雨による河
川の氾濫に伴
う住宅などの
建築物の浸水

1301 浸水被害の防止に向
けた河川整備等

・ハザードマップの啓発
・河川改修の実施と促進
・下水道の整備
・農業用水路及び排水路の改修
◎多面的機能支払交付金事業
◆寒沢、上条、横倉、宇木
◎国土保全特別対策事業
◎地域発元気づくり支援事業
◎農業水路等長寿命化・防災減災事業
◆須賀川地区土橋堰
◎安全な地域づくり事業
・災害リスクの低い安全な土地利用の検討
・防災訓練の実施

危機管理課
建設水道課
農林課

1302 流域治水 ・流域治水の検討
・雨水貯留施設の検討
・国、県、周辺市町村との連携
・中小河川の整備
◎河川改修（町内一円）
◎河川浚渫事業（町内一円）
◎河川支障木伐採、河床整備
◆一級河川夜間瀬川（穂波）
◆一級河川伊沢川（戸狩～菅）
◆一級河川三沢川（佐野）
◆一級河川笹川（宇木～横倉）
◆一級河川裏笹川（宇木～前坂）
◆一級河川倉下川（落合～竜王）
◆一級河川泡貝川（宇木～上条）

建設水道課
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番号 項目 取組等
（◎は具体的な事業名、◆はその事業箇所等）

担当部署 再掲リスクシナリオ

1303 避難情報等の適切な
発令

・雨量計の設置
・河川への水位計等の設置
・避難勧告発令方法等の見直し
・避難情報の種類・意味・とるべき行動等の啓発

消防課
危機管理課
建設水道課

1304 事前予測が可能な災
害への対応

・関係機関と連携した防災訓練の実施
・早期の避難行動の重要性を啓発

危機管理課

1306 災害対応業務の標準
化・共有化

（1106に同じ） 総務課
危機管理課

○

1307 防災情報等の迅速か
つ的確な周知・伝達

（1107に同じ） 総務課
危機管理課

○

1308 防災訓練の実施 （1108に同じ） 危機管理課 ○

1305 円滑な避難のための
道路整備

・道路の計画的な整備と維持管理・更新
◆国道403号（下須賀川　道路改良・歩道設置）
◆国道292号（蓮池～上林　道路情報板改修）
◆国道292号角間大橋、国道403号夜間瀬橋補修
◆国道292号（十二沢　堆雪帯設置）
◆国道292号（横そりスノーシェット　道路付属
物補修）
◆国道292号（坊平他法面対策工）
◆県道奥志賀公園線（トンネル防災設備更新）
◆県道角間中野線（佐野　道路改良）
◆町内国・県道（舗装修繕）
◎町道整備事業（町内一円）
・浸水が想定される箇所のかさ上げ、排水対策の
実施
◎道路排水・排水路整備（町内一円）
・橋梁・トンネルの補修・補強
◎橋梁修繕（町内一円）
◎道路トンネル（町内一円）
・歩道等の整備
・舗装の強化
◎町道オーバーレイ事業（町内一円）
・道路法面落石崩落事故防止対策
・自然災害防止対策
◎自然災害防止対策事業（町道旭山発哺線　他路
線）
・道路の土砂被害対策
◎土砂対策道路事業（町道湯田中番場沓野線　他
路線）
・道路付属物の補修補強
◎道路付属物（町内一円）
・道路排水・排水路の整備
・倒木・支障木伐採
◎ライフライン道路の確保事業（町内一円）
◎国立公園内における遊歩道の整備【自然環境整
備交付金】
◆志賀山回遊線道路（歩道）
◆上信越自然歩道線道路（歩道）

建設水道課
農林課
観光商工課
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番号 項目 取組等
（◎は具体的な事業名、◆はその事業箇所等）

担当部署 再掲リスクシナリオ

1-4 土石流、地す
べり等の土砂
災害による死
傷者の発生

1401 山地・土砂災害対策
の推進

・治山・地すべり・砂防・急傾斜地崩壊対策事業
の推進
◎砂防事業
◆横湯川（落合 堰堤工）
◆横湯川（平穏 堰堤補修工）
◆寒沢（寒沢　堰堤工）
◎地すべり対策事業
◆落合（地すべり対策工）
◎急傾斜地崩壊対策事業
◆一ノ瀬（一ノ瀬　ワイヤー枠工）
◆渋（安代　法枠工）
◆天川（沓野　法枠工）
◆湯田中（東小学校裏　擁壁工）
◎復旧治山事業
◆柄沢、志賀高原
・土砂災害警戒区域等の指定に応じた早期避難の
周知
・土砂災害特別警戒区域等における土地利用の制
限
水路の補強改修
◎多面的機能支払交付金事業
◆寒沢、上条、横倉、宇木
◎国土保全特別対策事業
◎地域発元気づくり支援事業
◎農業水路等長寿命化・防災減災事業
◆須賀川地区土橋堰
◎安全な地域づくり事業

建設水道課
農林課
危機管理課

1402 災害対応業務の標準
化・共有化

（1106に同じ） 総務課
危機管理課

○

1403 防災訓練の実施 （1108に同じ） 危機管理課 ○

1404 円滑な避難のための
道路整備

（1305に同じ） 建設水道課
農林課
観光商工課

○

1-5 1501 暴風雪時における的
確な道路管理

・除雪等の道路交通の確保に向けた関係機関との
連携構築
・除雪計画の見直しと充実化

建設水道課
観光商工課

1502 道路の防雪施設の整
備

・道路防災総点検の実施
・雪崩防止柵、防雪柵等の施設整備の推進
・融雪施設の整備

建設水道課

1503 道路の除雪体制の確
保

・安定的な除雪体制確保のための総合的な対策の
検討

建設水道課
観光商工課

1504 雪下ろし事故を防止
するための注意喚起

・雪下ろし中の転落事故防止のための注意喚起
・克雪住宅の普及促進

総務課
建設水道課
健康福祉課

暴風雪及び豪
雪による重大
事故や交通途
絶等に伴う死
傷者の発生
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番号 項目 取組等
（◎は具体的な事業名、◆はその事業箇所等）

担当部署 再掲リスクシナリオ

1-6 1601 防災情報等の迅速か
つ的確な周知・伝達

（1107に同じ） 総務課
危機管理課

○

1602 避難情報等の適切な
発令

（1303に同じ） 消防課
建設水道課
危機管理課

○

1603 通信手段の機能強化 ・県防災情報システムの維持・管理
・県防災行政無線設備（衛星系）の維持・管理
・オンライン会議システムの整備
・通信機器稼働のための非常用電源の整備
・通信手段の多重化・多様化
・町民への情報伝達手段の整備

総務課
危機管理課

1604 要支援者対策の推進 ・避難行動要支援者名簿の見直し
・個別計画の策定及び見直しの支援
・地域における避難行動要支援者の支援体制の整
備
・災害時住民支え合いマップの作成支援

健康福祉課
危機管理課

1605 観光客等来訪者の安
全確保

・観光施設での防災訓練の実施
・従業員に対する防災教育実施の促進
・避難誘導等に係る誘導標識の整備の促進

観光商工課
危機管理課

1606 外国人に対する情報
提供の配慮

・外国語によるハザードマップの作成
・災害発生時に多言語による情報発信できる体制
の構築
◎無料エリアＷｉ－Ｆｉや多言語案内標識の整備
【観光地の「まちあるき」の満足度向上事業補助
金】【国立公園利用拠点滞在環境等上質化事業交
付金】

総務課
観光商工課
危機管理課

1607 情報伝達体制の整備
と地域の共助

・自主防災組織の強化
・地域防災リーダーの育成

危機管理課

1608 学校等の災害対応の
機能向上

・教職員への確実に情報伝達できる体制の整備
・防災訓練の実施
・児童生徒が自らの命を守れるような防災教育の
推進
・地域、保護者、関係機関等との連携体制の構築

教育委員会
健康福祉課

1609 事前予測が可能な災
害への対応

（1304に同じ） 危機管理課 ○

2-1 2101 家庭や事業所におけ
る備蓄の促進

・家庭や事業所における備蓄の必要性についての
啓発と促進

危機管理課

2102 町での備蓄の推進 ・町における備蓄の見直しと推進 危機管理課

2103 民間企業・他行政機
関等と連携した食料
等の供給体制の整備

・民間企業や事業者団体との協定締結の推進
・訓練の実施

危機管理課

2104 県や他市町村への応
援要請による支援物
資の調達・供給体制
の整備

・「物資調達・輸送調整等支援システム」活用訓
練
・供給体制の確認と見直し
・訓練の実施

会計室
危機管理課

長期にわたる
孤立集落等の
発生（大雪を
含む）や、被
災地での食
料、飲料水等
の長期にわた
る不足

避難情報の判
断の遅れや、
情報伝達手段
の不備に伴う
避難の遅れに
よる死傷者の
発生
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番号 項目 取組等
（◎は具体的な事業名、◆はその事業箇所等）

担当部署 再掲リスクシナリオ

2105 国や県のプッシュ型
支援等を踏まえた物
資供給体制の整備

・「物資調達・輸送調整等支援システム」活用訓
練
・供給体制の確認と見直し
・訓練の実施

会計室
危機管理課

2106 上水道施設の整備 ・上水道施設の長寿命化と計画的更新整備
◆新東部浄水場建設事業（沓野）
◎水道施設等耐震化回収（町内一円）

建設水道課

2107 物資輸送ルートの確
保に向けた道路整備

（1305と同じ） 建設水道課
農林課
観光商工課

○

2108 孤立集落に対する取
組み

・孤立集落発生時の対応手順を検討
・情報伝達体制の構築
・住民に対する啓発

危機管理課

2109 孤立集落の発生防止
に向けた道路整備

（1305と同じ） 建設水道課
農林課
観光商工課

○

2110 山地・土砂災害対策
の推進

・治山・地すべり・砂防・急傾斜地崩壊対策事業
の推進
◎復旧治山事業
◆柄沢、志賀高原
・豪雨時の早期避難体制の整備

危機管理課
建設水道課
農林課

2111 防災拠点等への再エ
ネ設備等の導入

・非常用発電機の整備
・自立分散型エネルギーの導入

総務課
健康福祉課
教育委員会

2112 自主防災組織の活動
の強化

・自主防災組織の強化
・避難所の設置・運営訓練の実施

危機管理課
消防課

2113 孤立集落発生の防止 ・地域コミュニティ維持等の取組の支援 総務課

2-2 2201 消防施設の耐災性の
強化

・消防署等消防施設の耐震化、浸水対策の推進
・非常用電源設備の設置

消防課

2202 消防の災害対処能力
の強化

・消防団の人員確保
・消防団に配備される資機材の充実
・訓練の実施

消防課

2203 長野県消防相互応援
協定に基づく応援部
隊の活用

・円滑に相互応援できる体制の構築
・訓練の実施

危機管理課

2204 自衛隊、警察、消防
等の県外からの応援
部隊の受入体制の整
備

・受援計画の見直し
・円滑に受入できる体制の構築
・活動拠点の複数確保
・情報共有体制の整備
・訓練の実施

危機管理課

2205 災害対応業務の標準
化・共有化

（1106に同じ） 総務課
危機管理課

○

2206 消防団における人
員、資機材の整備促
進

・消防団の人員確保
・消防団に配備される資機材の充実

消防課

2207 自主防災組織の活動
の強化

（2112に同じ） 危機管理課
健康福祉課

○

2208 救助・救急ルートの
確保に向けた道路整
備

（1305と同じ） 建設水道課
農林課
観光商工課

○

消防等による
救助･救急活
動等の不足
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番号 項目 取組等
（◎は具体的な事業名、◆はその事業箇所等）

担当部署 再掲リスクシナリオ

2209 緊急交通路の確保 ・交通管理者、道路管理者との連携体制の構築
・訓練の実施

建設水道課
健康福祉課

2-3 2301 長野県災害派遣精神
医療チーム（DPAT）
の受入体制整備

・円滑に受入できる体制の構築
・受入を想定した研修の実施と参加

健康福祉課
危機管理課

2302 実働機関のヘリコプ
ターの活用

・ヘリコプターの場外離着陸場の確保
・燃料補給体制の整備

危機管理課

2303 医療活動の支援ルー
トの確保に向けた道
路整備

（1305と同じ） 建設水道課
農林課
観光商工課

○

2-4 2401 感染症の発生・まん
延防止

・予防接種の促進
・災害発生時の感染防止体制の整備

健康福祉課

2402 避難所等の健康対策 ・避難所等での健康維持体制の整備
・停電時でも使用可能な暖房器具や発電機、水道
凍結時でも使用可能なトイレ等の備蓄

健康福祉課
危機管理課

2403 エコノミークラス症
候群の予防

・エコノミークラス症候群の予防に関する防災教
育の実施
・避難所等での啓発

健康福祉課

2404 生活用水の確保 ・災害時に使用できる井戸の確認の啓発
・学校プールの利用についての協議
・家庭における生活用水確保の啓発
・事業所等との井戸水の提供に係る協定の締結

建設水道課
農林課
教育委員会

2405 下水道業務継続計画
（BCP）の充実

・下水道BCPの見直しと充実 建設水道課

3-1 行政機関の大
幅な機能低下

3101 防災拠点施設等の耐
災性の強化

・防災拠点及び指定避難所の耐震化
・非常用電源設備の整備と燃料供給体制の構築
・応急対策や救助活動拠点として使用できる代替
施設の選定と確保
◎安全・安心の確保のため、社会体育施設への空
調設置整備を実施する。【学校施設環境改善交付
金】
◎災害時の災害情報を入手しやすくするため、防
災拠点、社会教育施設や社会体育施設に公衆無線
LAN環境を整備する。【公衆無線LAN環境整備支援
事業】
・指定避難所への公衆無線ＬＡＮ環境整備を支援
する。

総務課
危機管理課
健康福祉課
教育委員会

3102 業務継続可能な体制
の整備

・庁内BCPの充実と高度化
・個別分野別計画・マニュアル等の見直し
・通信機器稼働のための非常用電源の整備
・通信手段の多重化

総務課

被災地におけ
る疫病・感染
症等の大規模
発生

医療機関、医
療従事者の不
足や、医療施
設の被災によ
る医療機能の
麻痺
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番号 項目 取組等
（◎は具体的な事業名、◆はその事業箇所等）

担当部署 再掲リスクシナリオ

3103 学校等における業務
継続可能な体制の整
備

・学校BCPの策定を推進
◎災害時の災害情報を入手しやすくするため、学
校施設に公衆無線LAN環境を整備する。【公衆無
線LAN環境整備支援事業】
◎給食センターの空調設置により、給食を安全に
調理し供給する。【学校施設環境改善交付金】

教育委員会

3104 発災直後の職員参集
及び対応体制の整備

・発災直後の職員の安否確認体制（職員参集メー
ル）の維持・管理
・災害対応業務マニュアル等の整備

総務課
危機管理課

3105 自治体間の応援体制
の構築

・協定に基づく受援計画の見直し 危機管理課

3106 県外からの応援部隊
の受入体制の整備

・応援部隊受入時の受援計画の見直し 危機管理課

3107 防災訓練の実施 （1108に同じ） 危機管理課 ○

3108 職員の安全確保に関
する意識啓発

・職員に対する防災教育
・訓練の実施（初動対応）

総務課
危機管理課

3-2 3201 防災拠点施設等の非
常用電源の整備の推
進

・情報通信施設における非常用電源の整備
・非常における電力や燃料供給に関する協定の締
結

総務課
健康福祉課
教育委員会

3202 通信手段の機能強化 （1603と同じ） 総務課
危機管理課

○

3-3 3301 防災情報等の迅速か
つ的確な周知・伝達

（1107に同じ） 総務課
危機管理課

○

3302 通信手段の機能強化 （1603と同じ） 総務課
危機管理課

○

4-1 4101 燃料供給体制の構築 ・燃料供給体制の構築 危機管理課

4102 エネルギー供給に向
けた道路整備

（1305と同じ） 建設水道課
農林課
観光商工課

○

4103 防災拠点等への電力
の早期復旧に向けた
連携強化

・防災拠点における電力設備の耐災性を確認
・電力事業者と災害発生時の連携の強化

危機管理課

4104 防災拠点等への再エ
ネ設備等の導入

（2110に同じ） 総務課
健康福祉課
教育委員会

○

4-2 4201 上水道施設の整備 （2106と同じ） 建設水道課 ○

4202 応急給水体制の整備 ・担当部局の連絡体制の確認
・応援可能な資機材の把握と情報共有

総務課
建設水道課

4203 生活用水の確保 （2404と同じ） 建設水道課
農林課
教育委員会

○

4204 上水道業務継続計画
（BCP）の策定

・水道事業継続計画の策定 建設水道課

停電、通信施
設の倒壊によ
る情報通信の
麻痺・長期停
止

テレビ･ラジ
オ放送の中断
等により災害
情報が必要な
者に伝達でき
ない事態

電力供給ネッ
トワーク（発
変電所、送配
電設備）や石
油・都市ガ
ス・LPガスサ
プライチェー
ンの機能の停
止

上水道等の長
期間にわたる
供給停止
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番号 項目 取組等
（◎は具体的な事業名、◆はその事業箇所等）

担当部署 再掲リスクシナリオ

4301 下水道施設等の整備 ・下水道施設の長寿命化と計画的更新
◎下水道施設ストックマネジメント事業（下水処
理場及び管路施設）
・避難所等におけるマンホールトイレ等の整備推
進
◎農業集落排水施設機能強化事業（農集処理場及
び管路施設）

建設水道課

4302 浄化槽の整備等 ・浄化槽設置者に対する浄化槽施設の災害対策を
促進する。

健康福祉課

4303 下水道業務継続計画
（BCP）の充実

（2405と同じ） 建設水道課 ○

4-4 地域交通ネッ
トワークが分
断する事態

4401 公共交通機関に係る
情報体制の整備

・公共交通事業者との連携強化
・公共交通機関運行情報の把握と提供を行う体制
の構築
・コミュニティバスの運行体制強化

総務課

4402 地域交通ネットワー
クの確保に向けた道
路整備

（1305と同じ） 建設水道課
農林課
観光商工課

○

5-1 5101 金融機関や商工団体
等との連携

・金融機関と商工団体等との連携強化
・中小企業への情報提供の強化

観光商工課

5102 物資輸送ルートの確
保に向けた道路整備

（1305と同じ） 建設水道課
農林課
観光商工課

○

5103 道路情報の迅速かつ
正確な提供

・交通情報の把握と提供を行う体制の構築
・道の駅における道路情報提供装置の整備・検
討。（ＩＴを活用した道路管理体制の強化）

建設水道課
観光商工課
総務課

5104 災害時の集出荷体制
の構築

・出荷代替機能の確保と連携体制構築
・農道、林道の計画的な整備と適切な維持管理
◎林道施設点検診断業務
◎林道整備事業
◎林道改良事業
◆丸山中津川線、倉下線
◎林道橋梁修繕事業
◆金倉竜王線、中津川線
◎多面機能支払交付金事業
◆寒沢、上条、横倉、宇木
◎国土保全特別対策事業
◎地域発元気づくり支援事業
◎農業水路等長寿命化・防災減災事業
◆須賀川地区土橋堰
◎安全な地域づくり事業

農林課

5-2 5201 交通ネットワークの
確保に向けた道路整
備

（1305と同じ） 建設水道課
農林課
観光商工課

○

5202 交通ネットワークの
確保に向けた鉄道整
備

・交通事業者等と連携し、運行見合わせ時の代替
交通手段を確保

総務課

5203 公共交通機関に係る
情報体制の整備

（4401と同じ） 総務課 ○

5-3 5301 民間企業・他行政機
関等と連携した食料
等の供給体制の整備

（2103と同じ） 危機管理課 ○

5302 県や他市町村への応
援要請による支援物
資の調達・供給体制
の整備

（2104と同じ） 危機管理課
会計室

○

高速道路、鉄
道等の基幹的
交通ネット
ワークの機能
停止

汚水処理施設
等の長期間に
わたる機能停
止

サプライ
チェーンの寸
断等に伴う企
業の生産力低
下による経済
活動の麻痺

4-3

食料・飲料水
等の安定供給
の停滞
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番号 項目 取組等
（◎は具体的な事業名、◆はその事業箇所等）

担当部署 再掲リスクシナリオ

5303 国や県のプッシュ型
支援等を踏まえた物
資供給体制の整備

（2105と同じ） 危機管理課
会計室

○

5304 家庭や事業所におけ
る備蓄の促進

（2101と同じ） 危機管理課 ○

5305 物資輸送ルートの確
保に向けた道路整備

（1305と同じ） 建設水道課
農林課
観光商工課

○

5306 災害時の活動拠点等
の整備

・「3密」対策として避難場所の収容人員の見直
しと車中泊に対応する避難場所を指定
・道の駅における非常用電源の整備
◆湯田中温泉公園整備事業（みろく公園）

総務課
観光商工課
危機管理課
健康福祉課
建設水道課

6-1 6101 道路情報の迅速かつ
正確な提供

（5103と同じ） 建設水道課
観光商工課
総務課

○

6102 道路防災施設の維持
管理・更新

（1305と同じ） 建設水道課
農林課
観光商工課

○

6-2 有害物質の大
規模拡散･流
出

6201 有害物質の流出対策
等

・有害物質を取り扱っている工場・事業場等の把
握
・事故発生を想定したマニュアルの整備
・災害廃棄物処理計画との調整

健康福祉課

6202 アスベスト対策 ・アスベスト建材が使用されている可能性の高い
建築物の把握とリスト化

健康福祉課
建設水道課

6203 NBC災害に対応する体
制の整備

・特殊災害（NBC災害）への対応体制を含めた災
害廃棄物処理計画との調整

健康福祉課

6-3 農地・森林等
の荒廃

6301 農業生産基盤の整備
及び保全管理

・農業生産基盤の計画的な整備と保全管理
・農協、農業者等との連携強化

農林課

6302 鳥獣被害対策の推進 ・鳥獣害対策の推進
◎鳥獣被害防止総合対策交付金事業
◆鳥獣駆除、パトロール、檻購入等
・有害鳥獣対策各種補助事業（個人電柵、集団電
気柵管理、緩衝帯整備等）

農林課

6303 農地・農業用施設の
保全

・ため池や用排水路等の農地・農業用施設の長寿
命化計画に基づく計画的な更新と維持管理
◎基幹水利施設ストックマネージメント事業
◆剣沢ダム、かんがい排水施設
◎農業水路等長寿命化・防災減災事業
◆須賀川地区土橋堰
◎圃場整備事業
◆沓野島崎

農林課

6304 農業施設の耐候性等
の強化

・耐候性強化型ハウスの導入促進 農林課

6305 共済加入の促進 ・農業共済加入の促進 農林課

6306 適切な森林整備の推
進

・適切な森林整備の推進
◎森林整備地域活動支援交付金
◆寒沢、上林、安南平
・森林経営管理制度
◎森林づくり県民税活用事業
◆志賀高原、穂波温泉

農林課

6307 山地・土砂災害対策
の推進

・治山・地すべり・砂防事業の推進
◎復旧治山事業
◆柄沢、志賀高原

建設水道課
農林課

土石流、地す
べりなど土砂
災害による二
次災害の発生
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番号 項目 取組等
（◎は具体的な事業名、◆はその事業箇所等）

担当部署 再掲リスクシナリオ

6308 中山間地域の振興 ・地域コミュニティ維持等の取組の支援
◎多面的機能支払交付金事業
◆寒沢、上条、横倉、宇木
◎地域発元気づくり支援事業

農林課

6-4 観光や地域農
産物に対する
風評被害

6401 正確かつ迅速な情報
収集・伝達体制の整
備

・正確な情報の収集体制の構築
・様々なチャンネルを通じた迅速な情報発信

総務課
観光商工課
農林課

6-5 6501 指定避難所等の見直
し

・指定避難所及び避難場所の見直し 危機管理課

6502 指定避難所・指定緊
急避難場所の防災機
能強化

・指定避難所及び避難場所の耐震改修、給水施
設、非常用電源設備、マンホールトイレ等の整備
・「物資調達・輸送調整等支援システム」を運用
するためネット環境の整備
・避難所及び避難場所における情報通信網の整備

総務課
健康福祉課
観光商工課
建設水道課
農林課
教育委員会
危機管理課

6503 指定避難所等の周知
徹底

・指定避難所等の周知徹底
・防災訓練の実施

危機管理課

6504 避難所の体制整備 ・自主防災組織等における避難所運営マニュアル
策定の支援
・避難施設の安全性の確認と対応体制の整備
・避難所等運営マニュアルの定期的な見直し
・研修や訓練等の実施

健康福祉課
危機管理課

6505 避難所等の健康対策 （2402と同じ） 健康福祉課
危機管理課

○

6506 福祉避難所の円滑な
運営

・福祉避難所を利用する対象者の整理と避難方法
の確認
・福祉避難所運営マニュアルの策定
・研修・訓練等の実施

健康福祉課

6507 長野県災害派遣福祉
チームの受入体制整
備

・災害派遣福祉チーム、災害派遣医療チーム等の
受援体制の整備
・研修・訓練等の実施

健康福祉課
危機管理課

6508 指定避難所以外の被
災者の把握体制

・車中泊等を行う被災者への対応体制の構築 健康福祉課
危機管理課

6509 エコノミークラス症
候群の予防

（2403と同じ） 健康福祉課 ○

6510 災害時の活動拠点等
の整備

（5306と同じ） 総務課
観光商工課
危機管理課
健康福祉課

○

7-1 大量に発生す
る災害廃棄物
の処理の停滞
により復旧・
復興が大幅に
遅れる事態

7101 災害廃棄物処理体制
等の構築

・災害廃棄物処理計画の策定 健康福祉課

7-2 7201 沿道建築物の耐震
化、通行空間の確保

・沿道の危険ブロック塀の把握と撤去
・主要道路沿いの建築物の耐震診断と改修
・無電柱化の促進

建設水道課

7202 道路等の復旧・復興
を担う人材の確保

・建設関係団体との連携強化
・訓練等の実施

建設水道課

避難所等にお
ける環境の悪
化

道路啓開等の
遅れにより復
旧・復興が大
幅に遅れる事
態
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番号 項目 取組等
（◎は具体的な事業名、◆はその事業箇所等）

担当部署 再掲リスクシナリオ

7203 地籍情報の適正な管
理

・地籍情報の適正管理
・災害発生時に迅速な土地境界確認が行える体制
の整備

農林課

7-3 7301 罹災証明書の速やか
な発行

・罹災証明書の速やかな発行体制の整備 税務課

7302 被災建築物等の迅速
な把握

・被災建築物の迅速な応急危険度判定ができる人
材を確保・育成

危機管理課
建設水道課
観光商工課

7303 被災文化財の復旧 ・文化財の保存修復等の専門知識や技術を持つ人
材を確保・育成
◎文化財の早期復旧を実施【文化財保存事業費関
係補助金】

教育委員会

7304 埋蔵文化財発掘調査
を行う体制の整備

・埋蔵文化財発掘等に必要な専門知識や技術を持
つ人材を確保・育成

教育委員会

7305 生活再建支援制度等
の周知

・生活再建のための各種支援制度に関する情報収
集と整理

健康福祉課

7306 応急仮設住宅の迅速
な提供

・応急仮設住宅の候補地選定と周辺住民との合意
形成

建設水道課
危機管理課

7307 地籍情報の適正な管
理

（7203と同じ） 農林課 ○

7308 地震保険加入率の向
上

・地震保険制度の周知・啓発 建設水道課

7309 災害ボランティアと
の連携

・ボランティア受入体制の構築 健康福祉課

7310 相談体制の整備 ・情報提供体制の整備 健康福祉課

7311 金融機関や商工団体
等との連携

（5101と同じ） 観光商工課 ○

7-4 7401 地域における共助の
推進

・自治会、自主防災組織及び消防団との連携強化
・地域防災リーダーの育成

総務課
健康福祉課
消防課
危機管理課

7402 自主防犯・防災組織
等のコミュニティ力
の強化

・自主防犯・防災組織の強化
・自主防災組織への機材充実の支援

総務課
健康福祉課
危機管理課

7403 地域と学校の連携 ・コミュニティスクールの推進
・地域と学校の連携強化
・訓練の実施

教育委員会

7404 地域コミュニティの
維持

・災害からの復旧・復興に向けた民間事業者との
協定締結
・民生児童委員会や民間ボランティア団体等との
連携強化

総務課
健康福祉課
危機管理課

7405 消防団における人
員、資機材の整備促
進

（2206と同じ） 消防課 ○

7406 学校における人材の
育成

・避難所運営に資する人材の育成 教育委員会

7407 災害ボランティアと
の連携

（7309と同じ） 健康福祉課 ○

倒壊した住宅
の再建が大幅
に遅れる事態

地域コミュニ
ティの崩壊に
より復旧・復
興が大幅に遅
れる事態
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